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【良好な水環境と 

  環境負荷の少ない都市を実現するために】 

 

第１節 アースプラン２０１７の概要 
 

１ アースプラン２０１７の策定  

下水道事業では、主に汚水や雨水をくみ上げるため

のポンプ設備や反応槽に空気を送り込む送風機設備、

汚泥の水分を減らして燃やす焼却設備で電気や燃料を

大量に使用しており、同時に多くの温室効果ガスを排

出しています。2014年度の東京都の事務事業活動にお

ける温室効果ガス排出量に占める当局の割合は、これ

までの様々な対策の実施により、2008年度における

42％から35％まで低減させましたが、引き続き積極的

な削減が求められます。 

当局では、京都議定書に先駆け、平成16年に下水道

事業における地球温暖化防止計画「アースプラン２０

０４」を策定し、温室効果ガスを2009年度までに1990

年度比で6％以上削減する目標を達成しました。 

引き続き、平成22年には「アースプラン２０１０」

を策定し、2020年度までに2000年度比で25％以上の削

減目標とする温室効果ガス排出量削減に取り組んで来

ました。汚泥の高温焼却や省エネルギー型設備の導入

などを進めた結果、2016年度末では、「アースプラン２

０１０」の最終目標である「2000年度比で25％以上の

削減」を達成しています。 

そして、平成29年3月に策定した「アースプラン２０

１７」は、都内の人口増加や下水道サービスの向上に

より温室効果ガス排出量の増加が見込まれる中、一段

高い目標を達成するために、下水道事業における地球

温暖化対策について具体的な対策を明らかにしたもの

です。 

なお、「アースプラン２０１７」の策定に伴い、2020

年度を最終目標とする「アースプラン２０１０」は、

その対策が包含されるため、今後は「アースプラン２

０１７」として取り組んでいきます。 

 

２ 温室効果ガスが増加する要因  

当局では、お客さまの安全を守り、安心で快適な生

活を支えることや公共用水域の水質改善を行うために、

「浸水対策」や「合流式下水道の改善」、「高度処理」

などの事業を進めています。 

しかし、これらの事業を進めることは、以下のとお

り温室効果ガスの排出量を増加させる要因になります。  

 

○浸水対策  

｢東京都豪雨対策基本方針（改定）｣を踏まえ、浸水

被害を軽減するため、下水道施設の整備を推進します。

これにより新規にポンプ等の設置が必要となり電力使

用量が増えるため、温室効果ガス排出量が増加します。  

○合流式下水道の改善  

雨天時に合流式下水道から河川や海などに放流され

る汚濁負荷量を低減するため、降雨初期の特に汚れた

下水を貯留する施設等を整備します。合流式下水道の

改善が進むと、貯留した下水の処理水量などが増える

ため、温室効果ガス排出量が増加します。  

○高度処理 

東京湾などの水質をより一層改善するため、ちっ素

やりんを除去する高度処理の導入が必要です。しかし、

高度処理を導入すると、これまでの処理法よりも電力

使用量が増えるため、温室効果ガス排出量が増加しま

す。 

○単独処理区の編入（流域下水道） 

多摩地域の下水道は、流域下水道と単独公共下水道

などから構成されています。今後、施設の更新や高度

処理、耐震性の向上への対応が難しい単独処理区を流

域下水道に編入することで、多摩地域の下水道事業運

営の効率化と水環境の向上などを図っていきますが、

それに伴い流域下水道での下水処理量及び汚泥処理量

が増えるため、都の下水道事業では温室効果ガス排出

量が増加します。 

 

３ アースプラン２０１７の目標 

当局の事務事業活動から発生する温室効果ガス排出

量を2000年度比で2020年度までに25％以上削減すると

ともに、2030年度までに30％以上削減します。 

 

図表5－1 アースプラン２０１７ 

温室効果ガス削減の目標 
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４ アースプラン２０１７の基本方針  

温室効果ガス排出量の今後の見通しを考慮し、戦略

的に削減対策を実施します。 

(1) エネルギー基本計画である「スマートプラン２０

１４」との両立を図りながら、それぞれの目標達成

に向けた取組を効率的に推進します。 

(2) 温室効果ガス削減効果をより一層高めるために、

省エネルギーや再生可能エネルギーが活用可能な

最新技術を開発し、先導的に導入していきます。 

(3) 浸水対策や合流式下水道の改善等の下水道サービ

ス向上の取組により、温室効果ガス排出量が増加す

る見込みのため、省エネルギーの更なる推進や再生

可能エネルギーの一層の活用拡大を図ります。 

 

５ アースプラン２０１７の取組方針 

取組方針１ 徹底した省エネルギー 

これまでの再構築に合わせた省エネルギー型機器の

導入に加え、早期に温暖化対策の効果を発揮させるた

めに、老朽化に伴う再構築のみならず、既存設備より

も機能を向上した省エネ型の設備に前倒しで再構築す

ることで、「徹底した省エネルギー」を進めます。 

（取組の一例：LED照明の導入） 

水再生センター、ポンプ所等の多くで従来型蛍光灯

を使用しており、高い省エネルギー効果が見込まれる

使用時間の長い水再生センター、ポンプ所等の執務室

にLED照明を2020年度までにおおむね100％導入するこ

とで、電力使用量を削減します。 

 

図表5－2 水再生センター執務室への導入事例 

 

 

取組方針２ 処理工程・方法の効率化 

廃熱により発電して焼却炉自体で必要な電気を自給

できる焼却システムの導入や、広域的な運用による焼

却炉の運転の効率化など、「処理工程・方法の効率化」

を図り、処理工程全体を考慮した最適化により、温室

効果ガス排出量の更なる削減を目指します。 

（取組の一例：エネルギー自立型焼却システムの導入） 

超低含水率型脱水機で水分量を一層削減した脱水汚

泥を、エネルギー自立型焼却炉で焼却することで、補

助燃料が不要になるとともに、廃熱により発電して焼

却炉自体で必要な電気を自給できる焼却システムです。 

超低含水率化した脱水汚泥による燃焼温度の高温化

により、従来の高温燃焼焼却炉と比べ、温室効果ガス

である一酸化二窒素（N2O）の排出量を約5割削減しま

す。 

なお、エネルギー自立型焼却システムは、廃熱によ

る発電の効果を最大限発揮するため、年間を通じて安

定的に汚泥を焼却（定格運転）する炉の更新時に導入

します。 

 

図表5－3 エネルギー自立型焼却システムのイメージ 

 

 

取組方針３ 再生可能エネルギーの活用  

太陽光発電や小水力発電の導入に加え、焼却時の廃

熱を利用した発電など、「再生可能エネルギーの活用」

を拡大することで、可能な限り自らエネルギーを確保

し、化石燃料由来の温室効果ガス排出量を削減します。 

（取組の一例：小水力発電） 

水量が安定しており、一定レベルの放流落差を有す

る水再生センターに小水力発電を導入することで可能

な限り自らエネルギーを確保し、化石燃料由来の温室

効果ガス排出量を削減します。 

  

図表5－4 小水力発電設備のイメージ 
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取組方針４ 技術開発  

再生可能エネルギーを活用できる汚泥焼却システム

や送風量を最適制御して送風機電力を削減する「技術

の開発」に取り組み、温室効果ガス排出量の更なる削

減を目指します。 

（取組の一例：エネルギー供給型焼却システムの開発） 

再生可能エネルギーを一層活用できる焼却システム

として、バイナリー発電などを組み込んで廃熱をより

一層活用した発電を行うことで、水処理施設や汚泥処

理施設に電気を供給することが可能なエネルギー供給

型焼却システムを開発します。 

廃熱を利用した汚泥乾燥機で乾燥させた脱水汚泥に

よる燃焼効率の向上により、焼却温度の更なる高温化

を図ることで、エネルギー自立型焼却システムに比べ、

N2O排出量を一層削減します。 

発電による温室効果ガス削減量が排出量を上回るこ

とにより、焼却システムとしての温室効果ガス排出量

実質ゼロを目指します。 

 

図表5－5 エネルギー供給型焼却システムのイメージ 

 

 

取組方針５，６ 協働の取組やお客さまとの連携  

下水熱利用などの民間事業者との「協働の取組」や

雨水浸透ますの設置などの「お客さまとの連携」を推

進し、下水道事業全体で温室効果ガス排出量を削減し

ます。 

 

第２節 スマートプラン２０１４の概要 
 

１ スマートプラン２０１４の策定  

当局は、区部と多摩地域あわせて約1万6千kmの下水道

管、20か所の水再生センターや85か所のポンプ所など膨

大な施設を管理しています。これらの施設を24時間365

日休むことなく稼働させることにより、生活環境の改善

や浸水の防除、公共用水域の水質保全を図り、安全・安

心で快適な東京の都市づくりに貢献しています。 

こうした質の高い下水道サービスを提供するため、

当局は、下水道施設の運転を継続的に行うことで大量

のエネルギーを使用しています。この内訳は、東京都

内における年間電力使用量（約860億 kＷh）の1％強に

あたる約9.8億kＷhの電力や、都市ガス換算で約0.2億㎥

の燃料であり、それぞれ一般家庭約27万世帯の電力使

用量、約5万2千世帯の都市ガス使用量に相当します。 

このように、当局は都内最大級のエネルギー消費者

であり、エネルギー量削減に大きな責務を負っていま

す。これまでも施設や設備の再構築に当たっては、再

生可能エネルギーの活用や省エネルギーの取組を積極

的に行い、エネルギーの効率化を図ってきています。 

一方で、平成23年に発生した東日本大震災により、

発電所が被災し、計画停電、夏季の電気使用制限への

対応を余儀なくされました。また、流通網が混乱し、

燃料の供給が停滞したことにより、非常時の電力確保

に支障をきたしました。さらに、原子力発電所の停止

により、電気料金が大幅に上昇し下水道経営にも大き

な影響を及ぼしました。 

今後も、浸水対策の充実強化や合流式下水道の改善、

高度処理の導入拡大などの取組を積極的に進めていく

必要があることから、これらの事業実施に伴いエネル

ギー使用量の増加が見込まれています。 

さらに、東京2020年オリンピック・パラリンピック

の開催に向けて、老朽化した下水道施設の再構築、水

辺環境の更なる向上、夏季の豪雨への対応などを積極

的に進めていく必要があります。このような困難な事

態に直面し、当局は、エネルギー対策の大きな転換を

迫られています。 

こうした状況を踏まえ、再生可能エネルギーの活用

や、個々の施設や設備での省エネルギーの取組、水処

理から汚泥処理までの施設全体での総合的な運転管理

や広域的視点からのエネルギー管理を積極的に進め、

エネルギー使用量を削減していかなければなりません。

加えて、いざという時に備えて、下水道機能の危機管

理対応の強化にも取り組んでいく必要があります。 

これらの取組を確実に実施し、下水道サービスを安

定的かつ持続的に提供していくために、下水道事業初

のエネルギー基本計画「スマートプラン２０１４」を

平成26年6月に策定しました。（施設数や電力量などの

数値は策定当時のものを記載） 

 

２ スマートプラン２０１４の策定方針 

再生可能エネルギー活用の拡大、省エネルギーの更

なる推進を図るとともに、水処理から汚泥処理までの

一連の処理工程を通じたエネルギーの最適化や、より

広域的な視点から複数の施設間で運転管理の効率化な

どを図る「エネルギースマートマネジメント」を導入

します。また、非常用発電設備の拡充や分散型電源の

導入など、エネルギー危機管理対応の強化にも取り組
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取組方針４ 技術開発  

再生可能エネルギーを活用できる汚泥焼却システム

や送風量を最適制御して送風機電力を削減する「技術

の開発」に取り組み、温室効果ガス排出量の更なる削

減を目指します。 

（取組の一例：エネルギー供給型焼却システムの開発） 

再生可能エネルギーを一層活用できる焼却システム

として、バイナリー発電などを組み込んで廃熱をより

一層活用した発電を行うことで、水処理施設や汚泥処

理施設に電気を供給することが可能なエネルギー供給

型焼却システムを開発します。 

廃熱を利用した汚泥乾燥機で乾燥させた脱水汚泥に

よる燃焼効率の向上により、焼却温度の更なる高温化

を図ることで、エネルギー自立型焼却システムに比べ、

N2O排出量を一層削減します。 

発電による温室効果ガス削減量が排出量を上回るこ

とにより、焼却システムとしての温室効果ガス排出量

実質ゼロを目指します。 

 

図表5－5 エネルギー供給型焼却システムのイメージ 

 

 

取組方針５，６ 協働の取組やお客さまとの連携  

下水熱利用などの民間事業者との「協働の取組」や

雨水浸透ますの設置などの「お客さまとの連携」を推

進し、下水道事業全体で温室効果ガス排出量を削減し

ます。 

 

第２節 スマートプラン２０１４の概要 
 

１ スマートプラン２０１４の策定  

当局は、区部と多摩地域あわせて約1万6千kmの下水道

管、20か所の水再生センターや85か所のポンプ所など膨

大な施設を管理しています。これらの施設を24時間365

日休むことなく稼働させることにより、生活環境の改善

や浸水の防除、公共用水域の水質保全を図り、安全・安

心で快適な東京の都市づくりに貢献しています。 

こうした質の高い下水道サービスを提供するため、

当局は、下水道施設の運転を継続的に行うことで大量

のエネルギーを使用しています。この内訳は、東京都

内における年間電力使用量（約860億kＷh）の1％強に

あたる約9.8億kＷhの電力や、都市ガス換算で約0.2億㎥

の燃料であり、それぞれ一般家庭約27万世帯の電力使

用量、約5万2千世帯の都市ガス使用量に相当します。 

このように、当局は都内最大級のエネルギー消費者

であり、エネルギー量削減に大きな責務を負っていま

す。これまでも施設や設備の再構築に当たっては、再

生可能エネルギーの活用や省エネルギーの取組を積極

的に行い、エネルギーの効率化を図ってきています。 

一方で、平成23年に発生した東日本大震災により、

発電所が被災し、計画停電、夏季の電気使用制限への

対応を余儀なくされました。また、流通網が混乱し、

燃料の供給が停滞したことにより、非常時の電力確保

に支障をきたしました。さらに、原子力発電所の停止

により、電気料金が大幅に上昇し下水道経営にも大き

な影響を及ぼしました。 

今後も、浸水対策の充実強化や合流式下水道の改善、

高度処理の導入拡大などの取組を積極的に進めていく

必要があることから、これらの事業実施に伴いエネル

ギー使用量の増加が見込まれています。 

さらに、東京2020年オリンピック・パラリンピック

の開催に向けて、老朽化した下水道施設の再構築、水

辺環境の更なる向上、夏季の豪雨への対応などを積極

的に進めていく必要があります。このような困難な事

態に直面し、当局は、エネルギー対策の大きな転換を

迫られています。 

こうした状況を踏まえ、再生可能エネルギーの活用

や、個々の施設や設備での省エネルギーの取組、水処

理から汚泥処理までの施設全体での総合的な運転管理

や広域的視点からのエネルギー管理を積極的に進め、

エネルギー使用量を削減していかなければなりません。

加えて、いざという時に備えて、下水道機能の危機管

理対応の強化にも取り組んでいく必要があります。 

これらの取組を確実に実施し、下水道サービスを安

定的かつ持続的に提供していくために、下水道事業初

のエネルギー基本計画「スマートプラン２０１４」を

平成26年6月に策定しました。（施設数や電力量などの

数値は策定当時のものを記載） 

 

２ スマートプラン２０１４の策定方針 

再生可能エネルギー活用の拡大、省エネルギーの更

なる推進を図るとともに、水処理から汚泥処理までの

一連の処理工程を通じたエネルギーの最適化や、より

広域的な視点から複数の施設間で運転管理の効率化な

どを図る「エネルギースマートマネジメント」を導入

します。また、非常用発電設備の拡充や分散型電源の

導入など、エネルギー危機管理対応の強化にも取り組
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みます。 

このような取組により、下水道事業におけるエネル

ギー活用の高度化やエネルギー管理の最適化を図って

いきます。 

 

３ ４つの取組方針 

下水道事業におけるエネルギー活用の高度化及びエ

ネルギー管理の最適化を図るための4つの取組方針を

以下に示します。 

○取組方針１ 再生可能エネルギー活用の拡大 

太陽光発電や未利用の汚泥焼却時の低温域廃熱を活

用した新たな発電など、再生可能エネルギーをより一

層活用し、下水道事業において可能な限り自らエネル

ギーを確保します。 

○取組方針２ 省エネルギーの更なる推進 

新たな高度処理技術やエネルギー自立型の焼却シス

テムの開発・導入などを進めることで、省エネルギー

をさらに推進し、エネルギー使用量を削減します。 

○取組方針３ エネルギースマートマネジメントの 

        導入 

水処理から汚泥処理に至る一連のシステムの中で、

これまでの個別の施設や設備での省エネルギー対策に

とどまらず、水処理から汚泥処理までの施設全体での

処理工程を通したエネルギーの最適化や、より広域的

な視点から複数の施設間で運転管理の効率化などを図

るエネルギースマートマネジメントを導入し、エネル

ギー利用のスマート化を図ります。 

○取組方針４ エネルギー危機管理対応の強化 

非常用発電設備の拡充や分散型電源の導入、非常用

発電設備の運転に必要な燃料の施設間融通などにより、

エネルギー危機管理対応の強化を図り、いかなる時で

も下水道機能を維持します。 

 

４ スマートプラン２０１４の目標 

(1) 目標 

総エネルギー使用量に対する再生可能エネルギー量

と省エネルギー量の合計の割合を2024（令和6）年度ま

でに20％以上とすることを目指します。 

 

図表5－6 再生可能エネルギー等の割合のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画期間 

2014（平成26）年度から2024（令和6）年度まで 

 

５ 今後の総エネルギー使用量の見込みと再生可能 

 エネルギー等の取組 

平成25年度の総エネルギー使用量は4,620TJ（テラジ

ュール）であり、そのうち再生可能エネルギー量は

230TJでした。 

今後とも、浸水対策のレベルアップ、合流式下水道

の改善などの下水道サービス向上に取り組んでいくた

め、図表5－7のように、令和6年度のエネルギー購入量

は4,930TJまで増加する見込みです。 

そこで、再生可能エネルギー活用の拡大や省エネル

ギーの更なる推進に取り組み、図表5－8のように、平

成25年度を基準として、令和6年度のエネルギー購入量

を削減し、総エネルギー使用量に対する再生可能エネ

ルギー等の割合20％以上を目指します。 

 

図表5－7 今後の総エネルギー使用量の見込み 

 

 

図表5－8 新たな取組による 

今後の総エネルギー使用量の見込み 

 

 

６ スマートプラン２０１４の主な取組内容 

○取組方針１ 再生可能エネルギー活用の拡大 

（太陽光発電の拡大導入） 

下水道施設の空間を活用し、1,000kW（メガワット級）
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みます。 

このような取組により、下水道事業におけるエネル

ギー活用の高度化やエネルギー管理の最適化を図って

いきます。 

 

３ ４つの取組方針 

下水道事業におけるエネルギー活用の高度化及びエ

ネルギー管理の最適化を図るための4つの取組方針を

以下に示します。 

○取組方針１ 再生可能エネルギー活用の拡大 

太陽光発電や未利用の汚泥焼却時の低温域廃熱を活

用した新たな発電など、再生可能エネルギーをより一

層活用し、下水道事業において可能な限り自らエネル

ギーを確保します。 

○取組方針２ 省エネルギーの更なる推進 

新たな高度処理技術やエネルギー自立型の焼却シス

テムの開発・導入などを進めることで、省エネルギー

をさらに推進し、エネルギー使用量を削減します。 

○取組方針３ エネルギースマートマネジメントの 

        導入 

水処理から汚泥処理に至る一連のシステムの中で、

これまでの個別の施設や設備での省エネルギー対策に

とどまらず、水処理から汚泥処理までの施設全体での

処理工程を通したエネルギーの最適化や、より広域的

な視点から複数の施設間で運転管理の効率化などを図

るエネルギースマートマネジメントを導入し、エネル

ギー利用のスマート化を図ります。 

○取組方針４ エネルギー危機管理対応の強化 

非常用発電設備の拡充や分散型電源の導入、非常用

発電設備の運転に必要な燃料の施設間融通などにより、

エネルギー危機管理対応の強化を図り、いかなる時で

も下水道機能を維持します。 

 

４ スマートプラン２０１４の目標 

(1) 目標 

総エネルギー使用量に対する再生可能エネルギー量

と省エネルギー量の合計の割合を2024（令和6）年度ま

でに20％以上とすることを目指します。 

 

図表5－6 再生可能エネルギー等の割合のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画期間 

2014（平成26）年度から2024（令和6）年度まで 

 

５ 今後の総エネルギー使用量の見込みと再生可能 

 エネルギー等の取組 
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ュール）であり、そのうち再生可能エネルギー量は

230TJでした。 

今後とも、浸水対策のレベルアップ、合流式下水道

の改善などの下水道サービス向上に取り組んでいくた

め、図表5－7のように、令和6年度のエネルギー購入量
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そこで、再生可能エネルギー活用の拡大や省エネル
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成25年度を基準として、令和6年度のエネルギー購入量

を削減し、総エネルギー使用量に対する再生可能エネ
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図表5－7 今後の総エネルギー使用量の見込み 
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再エネ量
再生可能

エネルギー等

割合20%以上
を目指す
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などの太陽光発電や、分散型の小規模な太陽光発電を

追加導入していきます。 

これまで、森ヶ崎水再生センターや南多摩水再生セ

ンターで、1,000kW（メガワット級）の太陽光発電設備

を導入しました。 

（汚泥焼却時の廃熱を活用した新たな発電） 

新たな技術開発により、これまで技術的に未利用で

あった低温域の焼却廃熱を活用した発電を導入します。   

平成28年度には、南多摩水再生センターにおいて未

利用廃熱を活用した発電設備を導入しました。 

 

図表5－9 汚泥焼却時の廃熱を活用した新たな発電 

 

 

○取組方針２ 省エネルギーの更なる推進 

（エネルギー自立型の焼却システムの導入） 

「超低含水率型脱水機」で水分量を一層削減した脱

水汚泥を、「エネルギー自立型焼却炉」で焼却した廃熱

により発電するエネルギー自立型焼却システムを導入

します。 

 

 

○取組方針３ エネルギースマートマネジメントの 

導入 

（水再生センターにおける施設全体でのエネルギー 

 管理） 

水処理から汚泥処理に至る一連のシステムの中で、

エネルギーを最適化していきます。例として、水処理

施設、濃縮・脱水設備、焼却炉における電力、薬品、

燃料使用量の全体バランスを総合的に判断し、フィー

ドバックすることで最適化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5－10 水処理と汚泥処理でのエネルギーの最適化

の取組イメージ 

 

○取組方針４ エネルギー危機管理対応の強化 

（非常用発電設備の拡充） 

非常用発電設備が計画容量に対して不足、未設置の

水再生センターやポンプ所に整備します。また、汚泥

処理施設において必要な非常用電源を確保します。 

（非常用発電設備燃料の相互融通） 

災害時において、燃料の確保が困難な時に、水再生

センター間などで燃料を相互融通する体制を構築しま

す。 

 

７ スマートプラン２０１４の実施に当たって 

「アースプラン２０１７」との連携 

 「アースプラン２０１７」は、当局の事務事業活動

から発生する温室効果ガス排出量を、2030年度までに

2000年度比で30％以上削減することを目標とした、下

水道事業における地球温暖化防止計画です。アースプ

ランは、温室効果ガス削減のため、徹底した省エネル

ギーや再生可能エネルギーの活用などに取り組んでい

くこととしており、エネルギー使用量を削減する「ス

マートプラン２０１４」と共通する取組が多くなって

います。しかし、アースプランでは、汚泥焼却時の燃

料使用量を増加させ、焼却温度を上げることで温室効

果ガスを削減する取組など、本プランの目標と異なる

取組を実施する場合もあります。そのため、燃料増加

を伴わない温室効果ガス削減の技術の開発なども進め

つつ、エネルギー削減と温室効果ガス削減の優先度を

考慮しながら、両プランの連携を強化して、それぞれ

の目標達成に向けた取組を効率的に進めていきます。 
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利用廃熱を活用した発電設備を導入しました。 

 

図表5－9 汚泥焼却時の廃熱を活用した新たな発電 

 

 

○取組方針２ 省エネルギーの更なる推進 

（エネルギー自立型の焼却システムの導入） 

「超低含水率型脱水機」で水分量を一層削減した脱
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